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1. 川崎汽船の紹介

レイアウト調整
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1. 川崎汽船の紹介

“K” LINEグループの目指す姿

~グローバルに信頼される ~
海運業を主軸とする物流企業として、人々の豊かな暮らしに貢献します。

全てのステークホルダーから信頼されるパートナーとして、
グローバル社会のインフラを支えることで持続的成長と企業価値向上を目指します。

企業理念

大事にする価値観

ビジョン

• お客様を第一に考えた安全で最適なサービスの提供

• たゆまない課題解決への姿勢

• 専門性を追求した川崎汽船ならではの価値の提供

• 変革への飽くなきチャレンジ

• 地球環境と持続可能な社会への貢献

• 多様な価値観の受容による人間性の尊重と公正な事業活動

成長を牽引する
役割を担う事業への
経営資源の集中

自社・社会の
低炭素・脱炭素化の
推進と企業価値向上

成長機会を
ともにできる顧客との
パートナーシップ

レイアウト調整
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1. 川崎汽船の紹介

グループ運航船舶

合計 440隻
(2025年12月末時点)

ドライバルク船 LNG船

自動車船

油槽船

近海・内航船 コンテナ船

電力炭船 地質調査船液化CO₂船

FPSO LNG燃料供給船

海洋掘削船

川崎汽船 グループ運航船舶

レイアウト調整

ここでいう「セグメント
カラー」は、図におけ
る赤い色の中での
区別でしかないので、
色分けをしない方が
良い。
（統合報告書で
使っている色なら意
味が出るので入れて
も良いと思う）

11
19
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ドライバルク

セグメント

エネルギー資源

セグメント

製品物流

セグメント

ケープサイズ

77

中小型

88

油槽船

13
電力炭船

27

LNG船

50

海洋掘削船 1

FPSO 2

地質調査船 1

液化CO₂船 3

LNG燃料供給船 1

自動車船

98

近海･内航船

43

コンテナ船

36

1. 川崎汽船の紹介

グループ運航船舶

ドライバルク船

LNG船

電力炭船

油槽船

FPSO

海洋掘削船

地質調査船

自動車船

近海・内航船

コンテナ船

LNG燃料供給船

液化CO₂船

ドライバルクセグメント

エネルギー資源セグメント

製品物流セグメント

レイアウト調整

海運会社として様々な種類の船舶を、現在合計440隻運航

合計 440隻
(2025年12月末時点)

11
20
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2. 成長を牽引する3事業
自動車船・鉄鋼原料・LNG輸送船

レイアウト調整

ここから、成長を牽
引する役割を担う
３事業の説明なの
で、中扉を作りまし
た。
見ている側に対して、
これからどんな話がさ
れるのかを想起させ
るために、写真も入
れています。
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2. 成長を牽引する3事業

成長を牽引する役割を担う3事業

▌1970年に日本初の自動車専用船を
開発・運航開始以来、乗用車やトラッ
クを中心に高品質な輸送サービスをグ
ローバルに展開。

▌約55年の歴史で培ったノウハウをもと
にHigh & Heavy (建設機械、農機、
鉄道車両などの背高重量貨物) の輸
送強化も図る。

▌2020年度からLNG燃料自動車専用
船の就航を開始し環境配慮型の船
隊整備を推進、既にLNG燃料自動
車船13隻が竣工済みで、環境対応
船は2030年度までに30隻体制を目
指す。

▌鉄鉱石は主要な産地であるオーストラ
リアやブラジルから、中国向けをはじめと
して需要の中心である極東向けの荷
動きが多くを占めている。

▌日韓ミルに加えて、印・中東ミル、資源
メジャーでのビジネス拡大や、還元鉄
シフトによる新たな輸送需要の取り込
みを狙う。

▌2024年にLNG燃料船「CAPE 
HAYATE」が竣工し環境対応船シフ
トを進める。2030〜2035年度に向
けて運航船隊を100〜110隻規模へ
拡大する計画。

▌LNG需要の堅調な増加に沿って、
LNG海上輸送船需要も2040年まで
は堅調に増加する見込みであり、LNG
輸送船事業は、市場拡大と共に成長
を遂げることができる事業。

▌24年は当社として初めてインド国営ガ
ス会社とLNG船の長期定期傭船契
約を締結。

▌長期傭船契約を中心として26年度の
65隻体制は略確定、30年度には75
隻以上を想定。

鉄鋼原料事業自動車船事業 LNG輸送船事業

自営事業について、現行の中期経営計画において自動車船事業、鉄鋼原料事業、LNG輸送船事業を
「成長を牽引する役割を担う3事業」と位置付け

レイアウト調整

11
19

右側のセグメントカ
ラーバーを削除

セグメント名称を
テキストで上部に入
れています

LNG燃料船 “NEREUS HIGHWAY”
LNG船 “尾州丸”

ケープサイズ(21万DWT LNG燃料船“CAPE HAYATE”)



9

事業戦略：「成長を牽引する役割を担う事業」の位置付け

2. 成長を牽引する3事業

「成長を牽引する役割を担う事業」は持続的な成長と当社の強みの発揮が期待できる事業であると同時に、
成長実現の時間軸やボラティリティが異なる点がポイント。それらをポートフォリオとして組み合わせることで、

選択と集中によるメリットの実現と、過度な集中によるリスクの低減の両立を図る

自動車船 鉄鋼原料船 LNG輸送船

短期 長期

中 小

短中期 長期

グローバルで幅広にカバー
（極東出し+大西洋航路） 

グローバルで幅広にカバー
（特に中東・インド航路に強み） （船主業の為、顧客ニーズに基づく）

オペレーター オペレーター／船主 船主

（顧客要望と規制強化に応じた代替燃料船の
整備に加え、環境対応付加物も活用を進める）

（代替燃料船や自動カイトシステムなど、
パートナーと共同して技術開発）

（顧客との協議の中で、最新鋭の
環境負荷低減船を使用）

（安定キャパシティの提供に基づく、
顧客との相互の信頼関係の構築）

（脱炭素化に向けた共同研究・包括協議
に関する基本合意を複数顧客と締結）

（船舶管理と営業が一体となった、
顧客密着のサポート提供）

(H&H貨物含め、堅調な需要を背景に取り込み) （印・中東向けの輸送拡大の取り込み） （新興地域における需要拡大の取り込み）

環境対応に
よる差別化

顧客密着

成長実現の
時間軸

ボラティリティ

航路網

契約期間

事業形態

成長市場の
取り込み

事業特性

当社の強み
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2. 成長を牽引する3事業

【自動車船事業】需給バランスの見通し

∎ 中国出し 自動車海上荷動き推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025f 2026f 2027f 2028f

(千台)

出所：S&P Global Automotiveデータから当社作成

2025年の中国出し自動車海上荷動き量は、2019年との比較で約5倍に拡大
世界の海上輸送台数の約20％を占める
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2. 成長を牽引する3事業

【自動車船事業】需給バランスの見通し

出所: S&Pデータ、業界紙・ブローカー情報を基に当社作成  *Battery Electric Vehicle = 電気自動車

0

50

100

150

需要・供給指数
（2024年の需要=100とする）

2024 2025 2026 2030

• 自動車販売台数の堅調な成長に
伴い、毎年約1%で増加見通し

• BEV*増加等により、現地生産化 / 
新興需要創出の両面の効果あり

• 2025年から1-2年以内に約170
隻の新造船竣工が予定

• 一方、需給ひっ迫により抑えられてい
た老齢船解撤が一定進む見通し

• 2030-2035年は大規模退役と
代替新造とのバランスを要注視

需要 供給

2035

・・・ ・・・

スエズ運河迂回による
供給量の減少

供給不足が
継続

需給バランス・
安定化

退役/新造
バランス注視

退役船のキャパシティ
（千RT）

退役船

0

200

400

600

800

約250隻の
退役船

事業説明会のp.９

2026年頃から需給はバランスする見通し。一方、2030年以降は退役/新造のバランスを要注視

∎ 自動車船の需給見通し ∎ 需要の見立て

∎ 供給の見立て

フォーマットだけ
差し替え

★→
赤色だったのを全体
統一で黒に修正

11
20
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2. 成長を牽引する3事業

【自動車船事業】事業KPIの進捗と見通し

航路網の再編環境対応船(LNG燃料自動車船など）

0

50

100

150

FY23FY24 FY26 FY30

輸送量（FY24全輸送量=100とする）

0

100

200

FY23FY24 FY26 FY30

+40%

輸送量（FY24=100とする）

+10%

0

100

200

300

FY23FY24 FY26 FY30

+100%

輸送量（FY24=100とする）

+10%

-5%

+70%

*Breakbulk: 非自走貨物を指す

重油焚き船
環境対応船

H&H

FY24 FY30

当社の輸送割合

当社の全輸送量・割合

1

2

3

1 2

+200%

+500%

+200%

H&H（含、BB*）

自動車：航路網再編

自動車：既存航路
（重油焚き船）

自動車：
既存航路

（環境対応船）

3

★→
センターにしました

フォーマットだけ
差し替え

環境対応船の整備や航路網の再編、貨物ポートフォリオの最適化など成長戦略は順調に進捗しており、
FY30に向けて成長を加速させる

／イメージ

11
20
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2. 成長を牽引する3事業

【自動車船事業】事業KPIの進捗と見通し

∎ 当社自動車船 運航隻数の推移

*短期傭船、およびグループ会社運航船を含む。
*2025年度は2025年12月末時点の隻数。
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120

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

7,000台型 6,000台型 5,000台型 4,000台型 3,000台型 2,000台型 2,000台型未満

(隻)

98
5
4
8

10

43

28

(年度)

積載能力を向上させるべく、本船大型化などにより競争力の高い船隊整備を進めていく計画
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2. 成長を牽引する3事業

【鉄鋼原料事業】顧客戦略

出所: 世界鉄鋼協会、オーストラリア産業・科学・エネルギー資源省等を基に当社作成

日本 韓国

粗鋼生産量
（トン）

2024 2026 2030 2024 2026 2030

粗鋼生産量
（トン）

インド 中東

2024 2026 2030

大型船需要
（隻）

横ばい
（日本生産は当面やや減少）

フォーマットだけ
差し替え

★→
赤色だったのを全体
統一で黒に修正

日韓ミル・資源メジャーは概ね横ばい、印・中東顧客は拡大予想

∎ 日韓ミル ∎ 印・中東顧客 ∎ 資源メジャー
見出しレイアウトを
修正

横ばい

年平均
+5～6％
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2. 成長を牽引する3事業

【鉄鋼原料事業】事業戦略の進捗

KPI注力施策

貨物契約と
船隊構成の

バランス適正化

長期契約割合と
自社船・長期
傭船の比率差

注力領域への
営業力強化

注力地域での
営業・海技人員数

（FY22比）

配船効率の
向上

バラスト航海比率*

（FY22比）

運航規模の
維持・拡大

船隊規模
（FY22=100） 100 100

102

100-110

46

44
451.9ppt

改善

1.2ppt
改善 改善

18
14

5

20%

事業戦略

-
印・シンガ
ポールで
増員

FY23FY22 FY24 FY26

印・中東・
シンガポール
で増員

継続的に
強化

*バラスト航海比率とは、船舶が貨物を積まずに目的地に向かう航海日数の比率を指す

フォーマットだけ
差し替え

★→
赤色だったのを全体
統一で黒に修正

事業KPIは順調に進捗しており、更なる改善活動を通じ、FY26目標の達成を目指す

船隊ポートフォリ
オコントロール

組織営業力
強化

安定収益の
維持・拡大

レイアウト修正
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2. 成長を牽引する3事業

【LNG船事業】需要の見通し

出所: bp Energy Outlook

0

4

6

8

6.5

7.2 7.3

2025 2030 2035 2040 2045 2050

世界LNG取引量（億トン）
最新見通し 昨年見通し

4.2

5.6 6.2

6.8 7.1

7.2

• 米国の政治的な動き、建設関連コス
ト上昇等により、一部のプロジェクトで
後ろ倒しが見られる

• カーボンニュートラル社会実現に向けた
現実解であることを背景に、中長期的
には変わらぬ需要が見込まれる

• LNG取引量の増加に伴い、LNG輸
送需要も堅調に成長する見込み

一部プロジェクトで後ろ倒しが見られるが、 LNG輸送需要は2040年に向け堅調に成長する見込み

∎ LNG需要予測 ∎ 需要に関する見立て

11
20
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2. 成長を牽引する3事業

【LNG船事業】事業戦略

既存顧客の案件積み上げと新規顧客の開拓を継続し、中長期的に100隻体制を目指す

カタール
エナジー

新興地域

その他

0

50

100

カタール
エナジー

新興地域

その他

46

65
75~

100~

FY24
（実績）

FY26
（略確定）

FY30
（目標）

中長期
（目標）

市場規模
（隻） 700 810 910 -

10年以上の契約 10年未満の契約

関与隻数

（当社ファクトブックより抜粋）

既存顧客のシェア維持・向上

カタール・ペトロナス・エクイノール・国内需要
家などの既存顧客の代替需要、拡張需要

新規顧客のシェア獲得

南アジア・東南アジア・中国等の新興地域
向け

世界最大の輸出国となる北米出し貨物

ランキング 会社名 関与隻数

1 商船三井 107

2 日本郵船 89

3 Nakilat 69

6 川崎汽船 46

∎ 当社LNG輸送船 関与隻数の推移 ∎ LNG船社ランキング（2025年3月時点）

∎ ターゲット案件

11
20
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3. 低炭素・脱炭素に向けた事業

レイアウト調整

ここから、成長を牽
引する役割を担う
３事業の説明なの
で、中扉を作りまし
た。
見ている側に対して、
これからどんな話がさ
れるのかを想起させ
るために、写真も入
れています。
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3. 低炭素・脱炭素に向けた事業

低炭素・脱炭素に向けた事業

∎ 液化CO2輸送事業では、Northern Lights社と3隻の液化CO2輸送船の傭船契約を締結。 3隻すべて竣工が完
了し、世界初の本格的なCO₂回収プロジェクトを開始。12,000m3型液化CO2輸送船1隻追加受注、4月にはさらに
追加で1隻追加予定

ロンドンを拠点とする子会社“K” Line LNG 
Shipping(UK) Ltd.が、 本船の船舶管理を行い、
複数のCO2回収施設からノルウェー にあるNorthern 
Lights社のCO2受入基地まで液化CO2 を輸送。

液化CO2船“CORTHEN PIONEER”
(画像提供：Northern Lights社）

地質調査船”EK HAYATE”

洋上風力発電の建設及びケーブル敷設などに不可欠
な、海洋地質調査を行うのに適した海洋地質調査船
事業をイギリスの会社と合弁で設立。日本籍船である
海洋地質調査船“EK HAYATE”が2024年9月に
就航。

CCSの輸送手段である液化CO2

輸送船の保有・運航

FSU*2 ・FSRU*3

を中心としたLNG
輸送に関する周
辺事業

CTV*4/SOV*5による洋上風車の
設置や保守管理作業のサポート

代替燃料として期
待が高まっている
水素/アンモニアの
輸送船の保有・運
航

*1 二酸化炭素回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage）; *2 浮体式LNG貯蔵設備（Floating Storage Unit） ; *3 浮体式LNG貯蔵再ガス化設備（Floating Storage and Regasification Unit）; 
*4 人員輸送船（Crew Transfer Vessel)）; *5 オフショア支援船（Service Operation Vessel）

LNG輸送船周辺事業洋上風力発電支援船事業

液化CO2輸送事業 水素/アンモニア輸送事業

川崎汽船の環境ビジョンの1つである「社会の脱炭素化支援」に向けて、
4つの低炭素・脱炭素に向けた事業に同時並行で取り組み中

レイアウト調整

エネルギー資源セグメント

11
19

右側のセグメントカ
ラーバーを削除

セグメント名称を
テキストで上部に入
れています
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3. 低炭素・脱炭素に向けた事業

【新規事業】液化CO2輸送事業の社会的意義

貯留：
パイプラインによって
CO2を地下の地層
内に圧入

回収・液化：
専用の装置を用いて工場等の
排出源からCO2を回収
回収したCO2を圧縮し、液化

輸送：
液化されたCO2を船舶
を用いて集積地の施
設まで輸送

フォーマットだけ
差し替え

ネットゼロの現実解の一つとして、天然ガスとCCSが両輪として不可欠。
液化CO2輸送は、CCS事業を支えるCO2輸送手段

∎ CCSへの注目度が近年高まっている

欧州では、2010年代に再生可能エネルギーが勃
興したが、再エネのみではネットゼロ達成は困難との
認識が広がる

ネットゼロの達成に向けた現実解の一つとして、天
然ガスとCCSの両輪が必要

∎ CCS実現には、船舶のCO2輸送が必要

CCSは工場などから排出されたCO2を回収し、地
層中に圧入する手法

長距離の輸送では船舶による液化CO2の
海上輸送が必要

∎ CCSは魅力的なCO2削減手段

CCSのCO2削減量は世界全体のCO2削減量の約
14％を占める54億トン（2050年）

CO2はCCSに適した地層（断層から遠い
枯渇ガス田、帯水層 等）に貯留するため、
大規模地震によるCO2漏洩リスクは低い
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3. 低炭素・脱炭素に向けた事業

【新規事業】需要の見通し

0

20

40

60

CCSの想定年間貯留量（億トン）

2030 2040 2050

8~

33~

51~

• Northern Lightsプロジェクトの3隻すべて竣工が完了

• 12,000m3型液化CO2輸送船1隻追加受注、4月にはさらに
追加で1隻追加予定

• 竣工ベースで2030年までは環境対応が先行する欧州の案件に
注力し、2030年以降はアジア/太平洋の案件に拡大

• 2030年代に200隻程度の液化CO2輸送船需
要を見込む

出所: IEAの持続可能な開発シナリオを基に当社作成

注力案件

欧
州
案
件

アジア/太平洋
案件

20262024 20302028

オペレーション建造R&D

オペレーション建造

建造R&D

ノルウェー政府の支援に
より、世界初の事業開始

日本の成長志向型
カーボンプライシング構想における
炭素への賦課金稼働見込み

先進的CCSの
事業開始目標

2025

オペレー
ション

その他
案件

需要が増大する液化CO2輸送への取り組みは順調に進捗し、後続案件の獲得を目指す

タイトル部分調整

11
20∎ 需要予測 ∎ 事業戦略の進捗と今後の展望
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3. 低炭素・脱炭素に向けた事業

【新規事業】 Northern Lightsプロジェクト

▌ 2025年12月に竣工した3番船「NORTHERN PHOENIX」

世界初の本格的なCCS向け商業輸送であるNorthern Lightsプロジェクトにおいて
液化CO2輸送船8隻のうち、5隻の運航に携わる
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4. コンテナ船事業
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4. コンテナ船事業

コンテナ船事業

3,053 2,680

1,791 

958 946 
702 625 622 591 585 556 530 516 450 399 384 380 

16% 14% 9% 5% 5% 4% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 3% 2% 2% 2% 2%

APM-Maersk MSC CMA CGM Hapag-Lloyd COSCO

Group

CSCL H-SUD Hanjing OOCL 商船三井 APL Yang Ming 日本郵船 UASC 川崎汽船 PIL HMM

22% 14% 12% 11% 7% 6% 6% 3% 2% 2% 2% 1%

7,189

4,622
4,165

3,595

2,378 2,094 1,958

1,017 710 704 585 442

MSC APM-Maersk CMA CGM

Group

COSCO

Group

Hapag-Lloyd ONE Evergreen HMM ZIM Yang Ming Wan Hai

Lines

PIL

（千TEU）

（千TEU）

∎ コンテナ船 船社数・規模の変化

2015年9月時点 運行船腹量

2026年2月時点 運行船腹量

レイアウト調整

コンテナ船業界では合従連衡が進んだことで船社数は減少
大手船社も7社に集約★→

特に強調する部分
など、全体を説明す
る黒いバーがあると
締まるので入れたら
良いとおもいます。

図制作

アライアンスの話
をするのであれば
統合してONEに
なったことよりもア
ライアンスを強調
した図にします

か？

製品物流セグメント
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4. コンテナ船事業

コンテナ船：需給見通し

出所：Alphaliner

船腹供給量(左軸) 需要伸び率 対前年比(右軸)

新造船の竣工による供給増加はスエズ運河通航回避により一定程度吸収。
今後はスエズ運河の通航再開タイミングを注視。

レイアウト調整

▮ 2024年の新造船の供
給は前年比+10.3％、
2025年の見通しは同
+5.7％

▮ 2024年の需要は前年
比+4.5%、2025年
の見通しは同+2.5％

▮ 中東情勢の悪化を背
景としたスエズ運河通
航回避による航海日
数の増加が継続してお
り、供給増加は一定程
度吸収されてきた。今
後スエズ運河の通航再
開タイミングを注視。

∎ コンテナ船の船腹供給量と需給見通し

供給伸び率 対前年比(右軸)

(TEU)
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4. コンテナ船事業

SCFI（上海発）、CCFI（中国全土発）は、主要航路のコンテナ運賃水準を示す指標。
コロナ禍で物流停滞と需要急増により急騰後いったん収れんしたものの、スエズ回避で再び上昇し、足元は落ち着きつつある

レイアウト調整

∎ SCFI/CCFI推移

SCFI/CCFI推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

CCFI SCFI

中東情勢悪化による
スエズ運河運航回避

2023年12月〜

新型コロナウイルス感染拡大
2020年3月〜

北米西岸 労使交渉
2014年5月〜2015年2月頃
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事業の拡大
運航規模 300万TEUへ（最終年度）

更なる関連事業への拡張も検討していく
本計画の

基本的な対象範囲

現在の事業範囲

船隊整備

効率的な
オペレーション

スケールメリット

サステナビリティ

脱炭素

財務基盤

持続可能な経営
全体に対して

コンテナ船本業
コンテナシッピングバリューチェーン

ONE 2030 計画全体の見取り図

4. コンテナ船事業

ONE2030では、 “サステナブルな成長”に向けて世界有数のコンテナ海運会社を目指し、
その実現に必要な投資を行うことで、幅広いステークホルダーへの長期的な貢献を実現する
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5. 通期業績・事業環境について

レイアウト調整
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2025/11/5公表比

上期 ３Q ４Q 下期 通期 通期 通期

実績 実績 予想 予想 予想 前年実績 予想

5,005 2,671 2,382 5,053 10,060 10,479 △ 419 9,840 220

429 257 153 410 840 1,028 △ 188 860 △ 20

596 289 114 403 1,000 3,080 △ 2,080 1,000 -

686 339 124 463 1,150 3,053 △ 1,903 1,050 100

¥146.18 ¥153.20 ¥152.19 ¥152.70 ¥149.44 ¥152.73 △¥3.29 ¥145.91 ¥3.52

$547 $512 $489 $501 $524 $610 △$86 $536 △$12

通期

増減額

通期

増減額

燃料油価格(/MT)

売上高及び段階損益

2025年度 前期比

売上高

営業損益

経常損益

親会社株主に帰属する

当期純損益

為替レート(/$)

5. 通期業績・事業環境について

2025年度通期業績予想及び変動要素(2026年2月3日時点)

∎連結 通期業績予想

∎通期業績 主な変動ポイント

‣2025年度業績予想はスエズ運河の運航再開は見込まず喜望峰経由ルートの利用が継続する前提

‣4Qの為替前提を変更(￥145/＄→￥150/＄)

‣(前期比) 営業損益は自動車船・ドライバルクなどの利益減少により、188億円減少の840億円、経常損益はコンテナ船事業の大幅減益により
1,000億円を見込む

‣(25年11月公表比) 当期純損益は繰延税金資産にかかる法人税等調整額の見直しにより100億円増加し、1,150億円を見込む

（億円）

∎ 前提
‣ 為替レート ¥149.44/$（期中平均レート）

‣ 燃料油価格 $524/MT
‣ 市況前提 Appendixご参照

∎ 変動影響(４Q 3か月間)
‣ 為替レート変動 １円変動 ±7億円
‣ 燃料油価格変動 10㌦変動 ±0.1億円

*ONE社持分法損益に係る為替変動を含む

∎ 還元

2025年度の年間配当は、40円/株の基礎配当に80円/株の
追加配当を加え、120円/株（中間・期末配当：各60円/株）を予定
（25年11月公表比変更なし）

‣ 配当

＊25年5月に公表した中計期間中の500億円以上の機動的な追加還元の
時期・手法は、引き続き検討中
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5. 通期業績・事業環境について

*2024年度は会計方針変更による遡及適用後の数値を記載

コンテナ船以外の自営事業の「稼ぐ力」の強化により、営業利益は2000年代前半の好況時以来の高水準

レイアウト調整

∎ 業績推移

業績推移（営業利益・経常利益）

-406 

149 

289 
480 

94 

-460 

72 

-247 

68 

-213 

177 

789 842 

1,029 

840 

-490 286 
325 

490 

33 -524 
20 

-489 

74 

895 1,327 

3,081 

1,000 

-700

0

700

1,400

2,100

2,800

3,500

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025f

(億円)(億円)

営業利益(左軸) 経常利益(右軸)

6,575 6,908

ONE
営業開始

自営事業の
「稼ぐ力の強化」
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5. 通期業績・事業環境について

ONE 2025年度通期見通し

第3四半期は荷動き・運賃が低調だったが第4四半期に回復と緩やかな上昇を見込む。
紅海情勢を注視しつつ、機動的・効率的なオペレーションと高品質なサービス提供に注力する。

レイアウト調整

▮ 第３四半期の荷動きは低調であったが、第４四半期に回復を見込む。

▮ 第３四半期の運賃水準は想定より軟調に推移するも、第４四半期には緩やかな上昇を見込む。

▮ 本予測は、引き続き船舶が喜望峰経由で運航を行う見通しに基づいている。紅海情勢については引き続き注視する。

▮ 機動的かつ効率的なオペレーションを維持するとともに、顧客への高品質なサービスの提供に注力していく。

（単位：百万US$）
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中計に
基づいた
対応

想定される
リスク・機会

外部環境

エネルギー・環境政策世界経済

5. 通期業績・事業環境について

事業環境の変化

地政学的リスク

地政学的リスク顕在化・世界経済の下押し懸念継続、
各国のエネルギー政策動向など引き続き不透明な事業環境は継続

• 米中対立や、ロシア・ウクライナ、中東情勢な
どによる経済分断は継続

• 中東停戦合意後の情勢は引き続き不透明

• 各国政治状況の不確実性の継続

• 日中情勢についても注視が必要

• IMO 臨時MEPCではMARPOL改正採択は
見送られ、国際海運での統一ルール化は先
送りに

• 再生可能エネ・原子力・化石燃料などエネル
ギーミックスに対する各国政策の不透明感

• 新たなCO2排出規制開始と対応

• 紅海情勢不安によるスエズ運河通峡回避・喜
望峰経由への迂回対応解除は見極めが必要

• 貿易への影響懸念

• 資源供給への影響懸念

• 業界としての低・脱炭素化進展への遅れ懸念

• 環境規制強化による新燃料船のサービス・
コスト競争力向上

• 環境規制並立による二重負担などの可能性

• サプライチェーンの再編と貿易パターン変化

• 各国の金融・通商政策の変更に伴う
経済動向への影響

• インフレ・人件費上昇等による実体経済への影
響

• 引き続き、自社・社会の低炭素・脱炭素化を事業機会とし、適正なポートフォリオ戦略により成長に向けて継続的に取り組む

• 当社の強みである３機能（環境・技術、安全・船舶品質管理、DX）が活きる事業領域及び周辺領域において事業展開を図る

• 事業環境のリスクの分析と対応手法の準備により、事業環境変化への備えを進める

• 世界各国の政策変更など引き続き不透明
な状況

• 欧米景況感、消費マインドの動向

• 中国の景気減速
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6. 中期経営計画の進捗

レイアウト調整
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中計期間
「低炭素・脱炭素を機会とした成長戦略」

1,020

2,060

24年度
実績

785

215

25年度
予想

900

700

1,100

1,400

30年度
目標

3,080

1,000

1,600

更なる利益の積み上げ

2,500＋α

26年度
目標

【資本政策】稼ぐ力の強化による経常利益目標値の引き上げ

全社

最終年度目標
1,600億円

成長を牽引する役割３事業により
25年度は1,000億円を予想

2,500億円＋α
を目指す

経常利益
目標値

「成長を牽引する役割を担う事業」×「環境対応」への投資

主な施策

事業ポートフォリオ最適化に向けた取組み

非連続な成長についての継続的な検討

コンテナ船

自営事業

経常利益（億円）

6. 中期経営計画の進捗

中計最終年26年度の経常利益目標値1,600億円、
30年度は2,500億円＋αを目指す
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6. 中期経営計画の進捗

【事業戦略】自営事業の成長戦略

880

695 700

75
200

135

85

200

0

500

1,000

1,500

自営事業の経常利益*（億円）

1,017

785

1,100+α

49

FY25予想
（関税影響考慮後）

FY30目標

アップ
サイド

• 自営事業における取り組みの深度
化と、成長の加速を可能にする
提携・M&Aの施策を組み合わせる
ことで、＋αを実現

• 当社の強みとなる３機能と各事業
を掛け合わせ、成長目標を実現

✓安全・船舶品質管理を活かした特殊
貨物輸送能力の拡充
(液化ガス、還元鉄、H&H等)

✓低炭素船、ゼロエミ船投入による新た
な製品サービス投入

✓データ活用による効率化・CO2削減高
度化、デジタル化徹底による自社業務
競争力の向上

ドライバルク

エネルギー資源

製品物流（コンテナ除く）

*経常利益の合計値はその他、本部・調整を含む

1,100億円

＋α

FY24実績

FY30までに自営事業の経常利益で1,100億円＋αを実現する
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営業CFは１兆5,000億円、投資CFは6,100億円
中計期間における株主還元は7,500億円以上から8,000億円以上に増額

最適資本構成の考えに基づき、創出キャッシュのアロケーションは成長投資と株主還元のバランスを考慮

6. 中期経営計画の進捗

【資本政策】キャッシュアロケーション

6,100
億円

１.5
兆円

22年5月
中計公表時

マネジメント
アロケーション

（投資・株主還元）

営業CF
１.0
兆円

１.5
兆円

8,000
億円以上

株主還元
4,000

~5,000
億円以上

25年5月
想定

投資CF
5,200

億円

財務基盤の強化

更なる成長の
ための投資

24年11月
公表時

7,500
億円以上

7,400
億円

▲1,300
億円

財務CF

22年5月
中計公表時

25年5月
想定

25年2月
公表時

∎キャッシュインフロー
(21~26年度)

∎キャッシュアウトフロー
(21~26年度)

現中計期間以降への期ズレ、資産売却等により、
投資CFは6,100億円(24年11月公表比▲1,300億円)

還元方針に基づき、
株主還元は8,000億円以上(25年2月公表比＋500億円)

最新の業績見込みを踏まえて、営業CFは1.5兆円

+500
億円

フォーマットだけ
差し替え
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• 環境対応船需要のスピード
に合わせて投資進行。一部
中計以降に亘って進む

• 予定どおり進捗

• 新興地域需要も取込み中
だが、一部中計以降に亘っ
て進む

• 当社の強みが生かせる分野
での新規事業領域(液化
CO2輸送船、洋上風力発
電支援船など)への投資を
強化し、中長期的に安定し
た収益を積み上げる

75％を「成長を牽引する役割」、
10％を「新規事業機会」に投資

6. 中期経営計画の進捗

【資本政策】事業投資計画

55%(LNG船を含め90％)を

環境に投資→競争優位性確立

• LNG焚き等の環境対応船

• 液化CO2輸送船、
洋上風力発電支援船等の
低炭素に資する新事業

• Seawing等の
環境対応機器など

22~26年度累積投資キャッシュフロー (億円)

新規事業 300

∎ 中計期間の投資CFは24年5月公表時から▲1,300億円の6,100億円(うち5,000億円確定済)を計画

1,100

500

2,000

2,000

500

鉄鋼原料
700

自動車船
2,000

LNG船
2,500

その他
1,300

24年5月公表時 25年5月想定

7,400

6,100

3,300

2,000

800

その他代替投資等

1,100

LNG船
2,500

環境投資
3,800

24年5月公表時 25年5月想定

7,400

6,100

新規事業
900

▲1,300億円の主要因
投資案件の中計期間以降への期ズレ
資産売却等によるキャッシュイン

中期経営計画に基づき、「成長を牽引する役割」と「環境対応」に重点を置き、
事業・目的に応じたリスク・リターンを鑑みて投資規律を効かせ、

好況の際は抑制的に、市況が悪化した折には戦略的に投資を実行

フォーマットだけ
差し替え
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24年度 25年度 26年度

1,700億円

700億円
(100円/株)

800億円
(120円/株)

800億円
(120円/株)

3,700億円 2,400億円 2,000億円以上

機動的な
追加還元

2026年度の年間配当予定120円/株に増配
公表済の500億円以上の機動的な追加還元は中計期間中(2026年度まで)に実施

2025年度
120円/株(中間・期末、各60円/株)

（25年11月公表比変更なし）

2026年度
120円/株

（25年11月公表比+20円/株）

【資本政策】株主還元政策(2026年2月3日時点)

業績動向を見極め、最適資本構成を常に意識し企業価値向上に必要な投資及び財務健全性を確保のうえ、
適正資本を超える部分についてはキャッシュフローを踏まえて積極的に自己株式取得を含めた株主還元を検討

∎配当予定

１
株
当
た
り

株
式
へ
の

配
当
及
び

追
加
還
元

基礎配当

還元総額

追加配当

基礎配当

自己
株式取得

追加
配当

自己
株式取得

40円/株 40円/株

実績 計画

還
元
総
額

80円/株

908億円
500億円以上の

機動的な追加還元

中計期間の還元総額：8,000億円以上
* 還元総額は概数(10億円単位を四捨五入)で記載

60円/株

752億円

*

中計期間
還元方針

500億円以上
機動的な追加還元

事業環境を踏まえて
還元方針に基づき

足元から検討

21～23年度

事業環境を踏まえて、25年5月に公表した中計期間中の
500億円以上の機動的な追加還元の時期・手法は引き続き検討中

∎更なる機動的な追加還元

8,000億円以上
（25年11月公表比変更なし）

∎中計期間の還元総額予定

120円/株

40円/株

80円/株

120円/株

6. 中期経営計画の進捗
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Recaps

本日のまとめ

∎ 成長を牽引する役割を担う「自動車船」「鉄鋼原料」「LNG輸送船」の3事業について、
投資を集中、自営事業は堅調に成長。

自営事業：「低炭素・脱炭素に向けた事業」を新たな柱として、中長期的に安定した収益を積み上げる。
コンテナ船事業：当社グループの重要な事業部門であり、株主として関与を継続。

∎ 経常利益は、2030年度自営事業で1,100億円＋αを目指す。

∎ 2025年度の年間配当予定120円/株。
2026年度の年間配当予定120円/株に増配。 
公表済の500億円以上の機動的な追加還元に関しては中計期間中に実施。

∎ 業績動向を見極め、最適資本構成を常に意識し企業価値向上に必要な投資及び財務健全性を確保の
うえ、 適正資本を超える部分についてはキャッシュフローを踏まえて積極的に自己株式取得を含めた株主還
元を検討。

レイアウト調整
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Appendix

見出しレイアウトを
修正
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世界の上場海運会社時価総額ランキング

当社は、上場している海運企業のなかで、グローバルで9位の時価総額

レイアウト調整

＊2026年1月末時点の株価と為替レートを基準に算出



42

当社の事業について

コンテナ船

ドライバルク

エネルギー資源

製品物流

自営事業

コンテナ船
事業

当社の事業は、ドライバルクやエネルギー資源輸送、自動車船などの「自営事業」と、
「コンテナ船事業」（ONE社） の2つの柱に分けることができる

B案
見出しを共通化
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拡大する海上輸送需要

世界の海上貨物輸送量は、人口増加、経済成長、自由貿易拡大により、
30年間で約2.6倍に増加（約50億トン→約130億トンへ）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

コンテナ

LPG

LNG

ケミカル

石油製品

原油

その他ドライ

マイナーバルク

穀物

一般炭

原料炭

鉄鉱石

世界人口

(輸送貨物量：百万トン) ( 世界人口：百万人)

出所：Clarksons、総務省データベース他より当社作成

レイアウト調整

30年間で
約2.6倍に増加

約50億トン

約130億トン

∎ 世界の海上貨物輸送量

グラフの色に赤の色
味を追加しました。

11
19
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エ
ネ
ル
ギ
ー
等

衣

食

住

鉄鉱石

原油

石炭

天然ガス

綿花

大豆

木材

100％

99.7％

99.6％

97.8％

100％

94％

64.2％

出所：SHIPPING NOW 2024-2025より当社作成

海上輸送

99.6％

航空輸送

0.4％
(332万トン)

(7億9,976万トン)

日本の生活・産業は海外の物資に依存しており、輸出入のほぼ100％が海上輸送によるもの

日本にとっての海運

∎ 主な資源の対外依存度 ∎ 日本の貿易量における海外輸送の割合

レイアウト調整

11
20
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中東情勢

• イスラエルとイスラム組織ハマスの停戦
合意は成立したが、完全停戦には
至っておらず、脆弱な停戦状態が継
続

• イランでは反政府デモが発生し、トラン
プ政権による軍事介入の可能性も示
唆された。デモは沈静化の兆しを見せ
るが緊張が継続

• 一部のコンテナ船会社では、スエズ運
河への通航復帰を発表

• スエズ運河への通航復帰には、安全
性の確認が前提。当社はモニタリング
を継続し、専門家の見解、保険等の
情報収集を行ったうえで復帰時期を
判断

• 情勢次第ではホルムズ海峡の不安定
化が懸念され、安全運航に注意を要
する

• ドライバルク：スエズ運河回避に伴う
船腹供給への影響は1〜2％程度の
ため限定的

• LNG輸送：中長期契約により短期
的影響はない見込み

• 自動車船：スエズ運河回避に伴う船
腹供給への影響は5〜6％程度

• コンテナ船：スエズ運河回避に伴う船
腹供給への影響は10％程度。スエズ
運河運航復帰の際は高齢船の解撤
が増加する可能性あり

米国関税政策

• 25年10月30日の米中協議により延
期されていた追加関税発動を1年再
延期、一部取り消しなどに合意

• トレードパターンの変化に合わせたサー
ビス・配船の見直し

• 自動車船・コンテナ船：一定の影響
あり

USTRによる
中国関連船対抗措置

• 25年10月30日の米中協議により、
互いの入港料課徴を1年延期

• 中国造船所への新規発注は、全体の
船隊整備も踏まえて適宜検討

• 自動車船：一定の影響あり

中東情勢(イスラエル・パレスチナ、イラン、紅海情勢等)に加え、
米国の安全保障・通商政策など地政学的要因に起因して不透明な事業環境が継続

海運業を取りまく環境

概要 船会社の対応 事業への影響
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ネットゼロに向けた現実解 再生エネルギーの発展 燃料転換

【新規事業】低炭素・脱炭素に向けた事業の全体像

自社の脱炭素化 社会の脱炭素化支援

2050年の目標として

GHG排出送量ネットゼロを目指し挑戦
社会の脱炭素化を支える

新しいエネルギー輸送・供給の担い手に

“K” Line 環境ビジョン2050

液化CO2輸送事業 LNG輸送船周辺事業 水素/アンモニア輸送事業洋上風力発電支援船事業

CCS*1の輸送手段で
ある液化CO2輸送船の
保有・運航

FSU*2 ・FSRU*3を中心
としたLNG輸送に関する
周辺事業

CTV*4/SOV*5による
洋上風車の設置や
保守管理作業のサポート

代替燃料として期待が高
まっている水素/アンモニア
の輸送船の保有・運航

*1 二酸化炭素回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage）; *2 浮体式LNG貯蔵設備（Floating Storage Unit） ; *3 浮体式LNG貯蔵再ガス化設備（Floating Storage and Regasification Unit）; *4 人員輸送船
（Crew Transfer Vessel)）; *5 オフショア支援船（Service Operation Vessel）

川崎汽船の環境ビジョンの1つである「社会の脱炭素化支援」に向けて、液化CO2輸送事業・LNG
輸送船周辺事業・洋上風力発電支援船事業・水素/アンモニア輸送事業の4つの事業へ取り組む

11
20
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人材・組織

機能戦略

安全・
船舶品質管理

デジタル
トランス

フォーメーション

環境技術の
高度化

組織営業力

企業
価値

最大化

ポートフォリオ
マネジメント

更なる成長と企業価値向上を達成するために
中期経営計画にて設定した資本政策・事業戦略・機能戦略の施策を着実に実行

∎ 中期経営計画のポイント

事業戦略
稼ぐ力の磨き上げ

• 低炭素・脱炭素化を機会とした成長戦略

• 「成長を牽引する役割」と「環境」への投資

• 事業ポートフォリオ改善に向けた取組み

• 非連続な施策について継続的に検討

資本政策
企業価値最大化を実現

• 最適資本構成
（事業リスクを意識した財務健全性と資本効率の両立）

• キャッシュアロケーション
（成長投資と株主還元の最適化）

• 経営管理の更なる高度化
（事業別経営管理・投資管理・事業価値管理）

更なる成長と企業価値向上
低炭素・脱炭素化を機会とした成長戦略に基づき、「成長を牽引する役割*」と「環境」への投資により成長を実現

* 成長を牽引する役割：鉄鋼原料、自動車船、LNG輸送船

機能戦略
顧客・パートナーに選ばれる

当社の強みである機能を更に強化

• 当社の強みである３機能(環境・技術、
安全・船舶品質管理、DX）の磨き上げ

• 成長と機能を支える人材の量的・質的な整備

• 事業と機能を合わせた組織営業力の更なる強化
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企業情報

ウェブサイト・開示物のご案内

FACTBOOK

“K”LINE 環境ビジョン2050

統合報告書 (“K”LINE REPORT)

https://www.kline.co.jp/ja/ir.html

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/fact.html

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environment
/management.html

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report.html

ESGデータブック

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/esg_data.html#db

当社のウェブサイトでは、より詳細な情報を提供しておりますので、ぜひご覧ください

∎ 投資家情報ページ

QRコードを入れまし
た。
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企業情報

ウェブサイト・開示物のご案内

https://www.kline.co.jp/ja/ir/stock/ir_mail.html

IRメール配信サービスもございます。是非ご登録をお願いいたします

▮ IRメール配信サービス

こちらからご登録お願いいたします

❶

❷

❸

QRコードを入れまし
た。
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【免責事項】
本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的とし、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。
投資に関する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願いします。

【見通しに関する注意事項】
本資料には将来についての予想や見通しが含まれておりますが、これらは当社が現時点で入手可能な情報に基づいて
おり、経済動向、海運業界需給、燃料価格、為替相場等の動向により変動することをご了承下さい。
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